
（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

小城市 水道事業 小城市水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

現行の体制で、健全な運営が行えているため。 支出の抑制、効率的な事業運営をすすめる。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

小城市 簡易水道事業 小城市簡易水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

人員に余裕がなく、通常業務をこなすだけで精一杯であり、抜本的な改革の実施が検討できていな
いため。

将来的には水道事業に取り込み経営を安定させる。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

小城市 下水道事業 小城市公共下水道事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 その他の

民間活用指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

現行の経営
体制を継続

　・必要な知見、ノウハウの不足により、抜本的改革の実施の検討ができていないため。 　・公営企業法適用により、経営状況を把握し、経営改革の検討を行う。

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等

　・必要な知見、ノウハウの不足により、抜本的改革の実施の検討ができていないため。 　・公営企業法適用により、経営状況を把握し、経営改革の検討を行う。

○

民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

小城市 下水道事業 小城市特定環境保全公共下水道事業

その他の
民間活用PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等

　・必要な知見、ノウハウの不足により、抜本的改革の実施の検討ができていないため。 　・公営企業法適用により、経営状況を把握し、経営改革の検討を行う。

○

民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

小城市 下水道事業 小城市農業集落排水事業

その他の
民間活用PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等

　・必要な知見、ノウハウの不足により、抜本的改革の実施の検討ができていないため。 　・公営企業法適用により、経営状況を把握し、経営改革の検討を行う。

○

民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

小城市 下水道事業 小城市特定地域生活排水処理事業

その他の
民間活用PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等

　・必要な知見、ノウハウの不足により、抜本的改革の実施の検討ができていないため。 　・公営企業法適用により、経営状況を把握し、経営改革の検討を行う。

○

民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

小城市 下水道事業 小城市個別排水処理事業

その他の
民間活用PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中 ○
隣市の多久市立病院との再編・ネットワー
ク化について検討・協議していくことが決
まっている。

具体的な協議は今年度後期から開始する予定となっている。課題については、ま
だ協議開始されていない為不明である。

実施予定 年 月 日

取組事項 （上下水道事業以外）広域化等

実施済 平成

○

その他の
民間活用PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

小城市 病院事業 小城市病院事業

指定管理者
制度

包括的
民間委託

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況


